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地域公共交通計画とは
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広島市地域公共交通計画の改定について

上位計画である「広島市総合交通戦略」等や関連計画
である「広島市都市計画マスタープラン」等を踏まえ、
目指すべき公共交通体系と、それを実現するための
施策を盛り込む。

⚫ 広島市のまちづくりと一体となった持続可能な地域公共交通を構築するためのマスタープラン
⚫ 現行計画が令和８年度末で計画期間を終了するため、令和９年３月に改定を実施

５年間（令和９年度～令和１３年度）

ＪＲ在来線、アストラムライン、広電
宮島線、路面電車、乗合バス、乗
合タクシー、乗用タクシー、船舶
なお、地域住民等の移動手段確保の観
点から、公共ライドシェアやシェアモビリ
ティ、施設送迎車両など、公共交通を補
完する他の交通手段との連携を図るこ
ととする。

広島市全域
なお、広島広域都市圏内における公共
交通網の充実・強化の観点から、周辺
市町との連携を図ることとする。

対象とする地域

対象とする公共交通

計画期間

計画の位置付け
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地域公共交通計画の改定において踏まえるべき方針等

本市の方針

「広島型公共交通システム」の構築

「地域公共交通計画のアップデートガイダンスVer1.0」（令和７年３月公表）

⚫ 広島市地域公共交通計画の改定に当たっては、本市の上位計画や関連計画に加え、近年の
国のガイダンスや本市の方針を踏まえる必要がある。

地域交通の持続的な発展に向けて、多様な関係者が共通の目標を掲げ、連携しながら継続的に地域交通の
リ・デザイン、「交通空白」の解消に取り組んでいくために、モビリティデータを活用した地域公共交通計画の
アップデートを推進

交通事業者や行政を始めとした関係者が、交通モードや事業者間の垣根を越えて、地域や他分野（観光・
福祉・教育・医療など）を含めて「協調」し、公共交通全体においてシームレスで、わかりやすく使いやすい
持続可能なサービスを「共創」していく。

国のガイダンス①

②
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ポイント

〇計画のスリム化、アクションプランパートの充実
〇仮説検証型のデータを活用した現状診断
〇定期的なモニタリングの実施、ＫＰＩのアップデート

概要

地域公共交通計画の作成等に取り組む地方公共団体の
職員等が、計画の意義やアップデートの進め方を理解して
実践できるようにするための支援を目的に、モビリティデー
タを活用した現状診断やＫＰＩ設定等の手法を解説

ポイントを踏まえた地域公共交通計画の改定（アップデート化）

地域公共交通計画の改定に係る国のガイダンス

⚫ 令和７年３月に、地域公共交通計画の立案等に当たってのモビリティデータの活用方法等を
紹介した「地域公共交通計画のアップデートガイダンスVer1.0」が公表された。



広島市地域公共交通計画の基本構成（目次）の見直し
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地
域
公
共
交
通
計
画
本
体

はじめに

１ 目的

２ 計画の位置付け

３ 対象とする地域

４ 対象とする公共交通

５ 計画期間

2

１ 広島市の概況

２ 社会経済情勢等の変化

３ 移動実態及び公共交通の現状

31

４ 公共交通の課題 2

１－２ １ 公共交通体系づくりの基本方針

と目標

２ 目指すべき公共交通ネットワーク

15

２－１
機能強化策

１ バスネットワークの再構築

２ 鉄軌道系ネットワークの機能強化

３ タクシーの機能強化

４ 船舶の機能強化

５ 交通結節点等の機能強化

６ 公共交通サービスの向上

７ 機能強化策一覧

８ 地域公共交通確保維持事業の

補助対象路線等一覧

29

２－２
評価指標の設
定と評価体制

１ 評価指標

２ 計画の評価、検証及び見直しの体

制と各主体の役割

3

参考資料 計画策定までの主な経緯 2

（頁数） （頁数）

計 3９
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タ
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ラ
ン
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ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

別
冊

資
料
編

データ集

広島市の概況

社会経済情勢等の変化

移動実態及び公共交通の現状

未

定

参考 計画策定までの主な経緯 など
未

定

地
域
公
共
交
通
計
画
本
体

はじめに

１ 目的

２ 計画の位置付け

３ 対象とする地域

４ 対象とする公共交通

５ 計画期間

2

１ １ 課題整理の結果

２ 地域公共交通が目指す姿

３ 計画目標

5

目標を達成するための具体的な取組

・取組内容

・実施主体

・実施スケジュール

32

１ 評価指標

２ 評価体制・評価スケジュール
3

公共交通を取
り巻く現状と
課題

１－１

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

計 ８４

現行計画

公共交通体
系づくりの
考え方

基本的な方針

２－１
具体的な取組

２－２
評価指標の設
定と評価体制

次期計画

計 42



広島型公共交通システムの全体像

7

拠点

四国

自家用有償

集落

ヒト・モノ・カネ・情報の好循環

周辺の
島しょ部

貨客混載
貨客混載

島

地域
拠点

郊外駅

地域主体の
乗合タクシー

集落

【鉄道沿線での運営体】
地域、生活利便施設の事業者、ＪＲ、

交通事業者、観光業者、行政

デルタ
市街地 【バス協調・共創プラットフォーム】

バス事業者、行政

【島しょ部での運営体】
地域、航路事業者、観光業者、行政

広島港

新白島駅

西広島駅
広島駅

【郊外部での運営体】
地域、交通事業者、商業施設等、

行政

広島型公共交通システム
（広島市域）

郊外駅

集落

広島広域都市圏

地域
拠点

広島型公共交通システムの構築



広島型公共交通システムの構築

広島型公共交通システムの運営体制イメージ
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広
島
広
域
都
市
圏

基盤施設の所有・維持管理、
結節機能の運営

運行サービスの提供

バス

鉄軌道

船舶 生活交通

交通モードや事業者の垣根を
超えて、利用者目線でのサービ
ス向上を推進

上

下

地域

（LMO等）

交通事業者

展
開

社会インフラと捉え、基盤施設
の所有・維持管理等による支援

連携

にぎわいづくり等の
活動による利用促進

現状の体制

統
合
・
再
編

バス 鉄軌道 船舶生活交通

行政

支援

交通モードごとに事業者が競争
しながらサービスを提供

交通モードごとに、補助金を
中心とした支援

（上下分離による立体的な連携）（平面的な連携）

官民連携組織
（行政+民間）

広島型公共交通システムの確立

支援 支援 支援

中期 長期

・乗合バス事業共同運営システム
・似島航路の維持
・生活交通の確保

鉄軌道に順次拡大 共通の運賃制度の下で
一つのシステムとして連携・統合

短期
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R6.3 市とバス事業者8社

による協定締結

R7.4 事務所を開設し

実質的な稼働開始

・ 目標とするサービス水準の設定

・ 運行等改善計画の承認

・ 取組状況の評価

共同事業への財政支援

法人の運営を支援

公平・中立な第三者機関

・ 収支改善による経営安定化

承認・評価

社会資本整備総合交付金等の国の支援メニューを最大限活用

提案・報告

広島市

運営負担金

・ 事業者間の協調による利用者目線でのサービス向上

バス事業者８社
地域公共交通活性化協議会

（バス事業分科会）

運行サービスの提供

運営負担金

バス事業全体を

下支え

わかりやすく使いやすい交通を実現し、広島の未来に積極的に貢献

戦略３ 需要に応じたｻｰﾋﾞｽを安定的に供給できる
持続可能なﾊﾞｽﾈｯﾄﾜｰｸの構築

・バス停の集約とストレート化、待合
環境整備、案内サインの見直し
・定時性、速達性の向上 など

戦略２ 潜在的あるいは新たな移動需要の掘
り起こしと利用促進

戦略４ 運転手の安定的確保やﾘｿｰｽの共有等によ
る経営の安定化

戦略１ 利用者目線での徹底した利便性向上

・ゾーン運賃やダイナミックプライシン
グ等の新たな運賃制度の導入や乗
継割引の拡充 など

・バス事業者間や他の交通モードとの連
携による全体最適化
・バス事業者間での乗降者数等のデータ
の共有及び継続的な活用

・即戦力人材確保のため、国等と連携した
情報発信やイベント開催
・EVバス車両等の共同利用や、燃料等の
共同調達などによる経営効率化

戦略５ 利用者のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの強化による信頼
関係の構築

・積極的に利用者ニーズを収集し、バ
スサービスの改善に活用
・バス停、車両とのデザイン性向上な
どによるブランディングの強化

戦略６ 将来を見据えた新技術等の導入と災害
時等におけるﾚｼﾞﾘｴﾝﾄなｼｽﾃﾑの構築

・デジタル技術を活用した業務プロセス
の改善
・平時から不測の事態を想定したバス
事業者間の強固な協力体制の確立

乗合バス事業の共同運営システムについて

広島型公共交通システムの構築



広島市地域公共交通計画の改定に係る実施フロー
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本日の議題

令
和
８
年

８
月
頃
～

現状と課題

の整理

•地域交通の課題の共有
•データに基づく現状分析

•上記を踏まえた課題の整理

計画の目標等

•次期計画に掲げる目指す姿の検討

•次期計画の目標

解決策の検討等

•課題に対する解決の方向性の検討

•解決策の検討

PDCAサイクルの
検討等

•ＫＰＩの検討

•評価体制、スケジュールの検討

計画素案

の作成等

•計画のとりまとめ（骨子）

•計画素案

市民意見の反映

•パブリックコメント案の検討

•パブリックコメントの実施

計画策定
•計画の策定・公表

方針検討
•計画改定の方針検討

令
和
９
年

３
月

令
和
８
年

３
月
頃
～

令
和
８
年

２
月



「地域交通の課題の共有」について（本日の議題）

11出典：地域公共交通計画の「アップデートガイダンスVer1.0」手順書４頁



「データに基づく現状分析」について

12出典：地域公共交通計画の「アップデートガイダンスVer1.0」手順書５頁



課題の共有と現状分析のデモンストレーション（その１）
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■課題

都心からの直線距離が近いにもかかわらず、都心までの移動に時間を要する地域が
存在しているのではないか。

課題の共有



課題の共有と現状分析のデモンストレーション（その１）
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資料：GTFSデータ（R6.10時点）
※広島市全域の100mメッシュを図化

区境界

時間圏

0～10分

10～20分

20～30分

30～60分

60分以上

※バスのみ/鉄軌道系のみ/バス＋バス/バス＋鉄軌道系/バス＋鉄軌道系＋バスの時間圏

データ：紙屋町着の時間圏（朝ピーク：7:30～8:59）（バス・鉄軌道系 乗換含）

■山本、戸坂、温品
・比較的都心に近いが、都心まで30分以上の
移動時間を要している。

■課題をデータで見た結果

現状分析 交通ネットワーク情報 × 地理情報

情報の重ね合わせ

■考えられる解決策

・急行バス路線の導入

・バス専用レーンの拡大

・路線再編



課題の共有と現状分析のデモンストレーション（その２）
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■課題

出発地、目的地が同じであるにもかかわらず、時間帯によっては、目的地に到着するま
での時間に大きな差が生じている地域があるのではないか。

課題の共有



課題の共有と現状分析のデモンストレーション（その２）
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現状分析
交通ネットワーク情報 × 地域特性

情報の重ね合わせ

地理情報×

■考えられる解決策
・地域内循環バスの導入
・運行ダイヤの見直しによる乗継利便性の確保
・公共ライドシェアや地域主体の生活交通の導入

■高陽
各団地から地域内の主要な買い物
施設である「フジグラン高陽」に到着
するまでの時間を比較。

・高陽地区においては、各団地と都
心部を結ぶバス路線が多く、団地間
を結ぶバス路線は少ない。

・矢口が丘団地や高陽C団地の場合、
乗継の有無や乗車するバスの運行
ルートにより、時間帯によって、到
着するまでの時間に大きな差が生
じている。

■課題をデータで見た結果

矢口が丘団地 発

位置図・路線図

フジグラン
高陽

高陽C団地 発

(最速）



課題の共有と現状分析のデモンストレーション（その３）
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■課題

中山間地域において、公共交通による移動手段がなく（極めて少なく）、日常生活に支障
が生じている地域があるのではないか。

課題の共有



■課題をデータで見た結果

課題の共有と現状分析のデモンストレーション（その３）
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現状分析

■白木

・居住エリアにもかかわらず、バス
停や鉄道駅から離れており、公共
交通を利用しにくい地域（公共交
通カバー圏外）が存在している。

公共交通カバー圏

食品スーパー

行政施設

学校

郵便局

ドラッグストア

バス

区境界

安佐北区

交通ネットワーク情報 × 地域特性

情報の重ね合わせ

地理情報×
・居住実態エリ

■考えられる解決策

・公共ライドシェアや地域主体
の生活交通の導入

・地域の輸送資源の総動員

居住人口

0～10人

10～20人

20～50人

50～100人

100～200人

200人以上

特別養護老人ホーム



お知らせ（次回開催）

19

年度 広島市地域公共交通活性化協議会における計画改定に係る協議内容（予定）

令和７年度

第25回（R7.8） ・計画改定の進め方

第27回（R8.2） ・地域交通の課題の共有

・意見照会（地域交通の課題）
・課題の洗い出し（とりまとめ）
・データに基づく現状分析
➡ 課題の整理（案）

第28回（R8.3頃）

・現行計画の達成状況の評価・検証
・課題の整理（案）
・次期計画に掲げる目指す姿（案）
・課題に対する解決の方向性（案）

令和８年度

第29回（R8.5頃）
・解決策の検討
・ＰＤＣＡサイクル（KPI、評価体制、スケジュール）の検討

第30回（R8.8頃） ・計画骨子

第31回（R8.11頃） ・計画素案

第32回（R9.3） ・計画改定

・利用者目線
・事業者目線
・まちづくり目線

次回の
議題


